	会議の名称
	大阪府堺市保健医療協議会　第１回　在宅医療・ターミナルケア部会

	開催日時等
	日時：平成３０年１０月４日（木）午後２時～午後３時４５分
場所：堺市役所　本館６階　健康部会議室

	議案
	１．地域医療介護総合確保基金（医療分）について

２．医療計画（圏域版）に基づく地域包括ケアシステムの構築に向けた

在宅医療の推進について

３．その他

	会議の概要
	議案１．「地域医療介護総合確保基金（医療分）について」

堺市健康医療推進課より説明がなされ、質疑応答の後、大阪府への意見が提示された。

（主な意見）

　○肺炎についてパスを組んでいるが、手書きでの手法では手間がかかるため、個人情報を充分尊重しながら、コンピューターでお互いに情報共有ができるよう、その予算を考えた場合、基金を活用してよいのか。

　○地域医療介護総合確保基金事業において、医療圏ごとの特徴を活かせるような、効果的な事業内容について今後検討していただけたら有難い。

　○堺市という二次医療圏の実情に合った基金の使い方というものを、是非検討していただきたいと思う。継続性のない計画で、果して地域医療構想あるいは地域包括ケアシステムが構築されるのかという疑問が生じてくる。是非とも有効な基金活用が出来る様な体制づくりを大阪府にお願いしたい。

　○事業区分Ⅱの居宅等における医療の提供（在宅医療）の枠は全体的から見ると比率が少な過ぎる。在宅医療をする診療所が増えるような事業をしていかなければならない。

（回答）

　○基金事業については目的等があり、それに適うかどうかという事になる。ICTに関しては、計画内容に応じて、個別に審査することになる。

　○基金事業については、標準的な事業例というものを国は一定示している。市町村の具体的な話を聞きながら、国に対して提案していくことになるので、ご意見いただきながら進めていきたい。
　○３年間事業をやっている中で、地域によって補助金の活用状況や取り組みにばらつきがあった。コーディネートする人材をというところでは、一定進められたと思っているが、ご意見、提案をいただきながら進めていきたい。
議案２．「医療計画（圏域版）に基づく地域包括ケアシステムの構築に向けた在宅医療の推進について」
　堺市健康医療推進課より、「医療計画（圏域版）に基づく地域包括ケアシステムの構築に向けた在宅医療の推進」について、大阪府より「大阪府の死因調査体制の整備に向けた取組み」について説明がなされ、意見が提示された。
（主な意見）

　○現場においては、入退院支援のマネジメント的な役割をしている職種の看護師が多いと思うが、多職種が集まる日程が合わない状況を考えて行っていただければ、マニュアルを作成が進み易いと思う。

　○マニュアルを作成するのであれば、薬局と歯科もこの中に入れていただきたいと思う。
　○大阪市は監察医制度という制度がある。堺市は大阪市外であるため監察医制度がなく、警察医が死因の検案をしている。堺市内においても、たくさんの検案を警察医にしていただいている。警察医の高齢化により後任が見つかり難いというようなこともあり、今後は、検案体制を再構築に期待したいと思っている。
（回答）

　○検案体制については、これからどう広げていけるかというところで、定期的に協議会を開催している。今回は方向性をお示しした。
議案３．「その他」
　特になし
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